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はじめに 

 

猪名川町は、京阪神間の都市近郊に位置することから、昭和４０年代からベッドタウンとして

住宅地開発が進み、昭和３０年の町村合併時約７，０００人であった人口が急激に増加、ピーク

時には３２，６５９人となった。 

子どもの数も増え続け、平成７年度に小学校児童数２，６４３人、平成１１年度に中学校生徒

数１，３６５人、平成１８年度に幼稚園児数３５３人と、それぞれのピークを迎えた。この間、

３小学校、１中学校を新設し、幼稚園についても統合・新設・分園を実施し、いずれも増改築を

重ねながら対応してきた。 

しかし、バブル崩壊後、社会経済情勢の低迷により住宅販売は鈍化し、計画されていた大規模

住宅地開発も相次いで中止となる一方、全国的な少子化の進展もあって、本町においても子ども

の数が減少傾向にある。平成２５年度には、小学校２校を１校に統合し、現在の６小学校、３中

学校、４幼稚園に至っている。児童生徒推計では、平成３３年度には小学校１，５３８人、中学

校９７２人と推測され、平成２８年度との比較で、小学校が約２７％の減、中学校が約１０％の

減となる見込みであり、現状のまま推移すれば、将来、減少率は更に大きくなる傾向にあると見

込まれる。 

こうした児童生徒数の減少は全国的な傾向であり、学校の活力や教育効果を維持する上で様々

な課題が生じている。このため、子どもたちにとってより良い教育環境を整備しようと、多くの

自治体で、学校の統廃合を含めた様々な検討が進められている。 

猪名川町においても、地域の実情に応じて、教育的な視点から少子化に対応した活力ある学校

づくりのための方策を継続的に検討・実施することを目的として、平成２８年６月２０日、「猪名

川町立学校園あり方検討委員会」（以下、「委員会」という。）が設置され、猪名川町教育委員会か

ら、町立学校園のより良い教育環境を整備し、充実した学校園教育の実現に資するため、次の２

項目について諮問を受けた。 

⑴ 本町や地域の特性を踏まえた町立学校園の規模・配置の適正化に関する基本的な考え方に

関すること 

⑵ 町立学校園の規模・配置の適正化のための具体的方策に関すること 

委員会では、設置以来６回の会議を開催し、子どもたちにとっての望ましい教育環境という視

点を基本に、町立学校園の現状、今後の児童・生徒数の予想、通学区域の状況、学校と地域との

関係、国・県・他市町の動向等をもとに、保護者・地域住民・教員との意見交換や保護者・住民

アンケートを踏まえ、町立学校園のあり方について検討してきた。 

猪名川町教育委員会が方針・方策等を決定するにあたり、その過程で勘案されるべき当委員会

としての意見を「猪名川町立学校園の規模・配置の適正化に関する基本的な考え方及び具体的方

策について（答申）」としてとりまとめ、ここに報告する。 
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１ 現状と今後の推移について 

 

（１）園児児童生徒数の推移 

猪名川町は、京阪神間の都市近郊に位置することから、昭和４０年代からベッドタウンと

して住宅地開発が進み、昭和３０年の町村合併時約７，０００人であった人口が急激に増加、

ピーク時には３２，６５９人となった。 

子どもの数も増え続け、平成７年度に小学校児童数２，６４３人、平成１１年度に中学校

生徒数１，３６５人、平成１８年度に幼稚園児数３５３人と、それぞれのピークを迎えた。

この間、３小学校、１中学校を新設し、幼稚園についても統合・新設・分園を実施し、いず

れも増改築を重ねながら対応してきた。 

しかし、バブル崩壊後、社会経済情勢の低迷により住宅販売は鈍化し、計画されていた大

規模住宅地開発も相次いで中止となる一方、全国的な少子化の進展もあって、本町において

も子どもの数が減少傾向にある。平成２５年度には、小学校２校を１校に統合し、現在の６

小学校、３中学校、４幼稚園に至っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような中、児童生徒推計では、平成３３年度には小学校１，５３８人、中学校９７２人

と推測され、平成２８年度との比較で、小学校が約２７％の減、中学校が約１０％の減とな

る見込みであり、現状のまま推移すれば、将来、減少率は更に大きくなる傾向にあると見込

まれる。 
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（２）学校規模の推移 

（小・中学校の学校規模については、特別支援学級の将来予測が当該年度の前年度末でない

とできないため、現在の年齢別人口にもとづく通常学級数のみで表している。） 

【小学校】 

   大島小学校及び楊津小学校は、現状全学年１学級であるが、２校とも６年後についても同

様の規模で推移していると予測される。ただし、２校とも転入出や特別支援学級在籍数によ

っては、複式学級となる可能性のある学年がある。 

   猪名川小学校及び松尾台小学校は、現状全学年２学級であるが、猪名川小学校は６年後も

ほぼ同規模を保っているのに対し、松尾台小学校は児童数の減少から、平成３１年度には１

学級の学年が出現する可能性がある。 

   白金小学校は、現状１９学級であるが、６年後児童数は現在の３分の２に減る見込みでは

あるものの、全学年とも２学級以上の規模は維持すると予測される。 

   つつじが丘小学校は、現状２３学級が、６年後には児童数が半減し、３学級の学年と１学

級の学年が混在する可能性がある。ただし、今後の社会増も見込まれるため、全学年２学級

以上の規模を維持する可能性もある。 

 【中学校】 

中谷中学校は、現状６学級であるが、平成３０年度には全校生１５０人前後となり、その

後も減少が続く可能性が高い。５年後は３学年とも２学級を維持しているが、１０年後には

１学級の学年が出現していると予測される。 

六瀬中学校は、平成２９年度には３学年とも１学級となり、生徒数も５年後からは５０人

台で推移する可能性が高い。 

   猪名川中学校は、現状２１学級であるが、２年後から５年後にかけてピークを迎えたのち

減少傾向に入るが、１０年後にも全校で１６学級を維持すると予測される。 

 【幼稚園】 

六瀬幼稚園、松尾台幼稚園は、園児数が少ない状況が続く可能性が高い。 

つつじが丘幼稚園の園区の幼児数の減少が著しい。同幼稚園は、猪名川幼稚園の分園とし

て当初１０年の期間限定開園であったが、園児数の推移から随時延長をしているもので、平

成２９年度の入園児数を勘案しながら、２年前の募集時期までに分園措置の終了を決定する

必要がある。 

 

（３）通学距離・通学時間の現状 

国は通学距離について、「義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令第４

条第１項第２号」において、適正な学校規模の条件の一つに「通学距離が、小学校にあって

はおおむね４キロメートル以内、中学校にあってはおおむね６キロメートル以内であること。」

と示している。 

また、通学時間については、「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」

において、適切な交通手段が確保でき、かつ遠距離通学や長時間通学によるデメリットを一

定程度解消できる見通しが立つということを前提として、「おおむね１時間以内」を一応の目

安とした上で、「各市町村において、地域の実情や児童生徒の実態に応じて１時間以上や１時

間以内に設定することの適否も含めた判断を行うことが適当である」としている。 

これをもとに、猪名川町立小学校６校の最長通学距離をみると、４キロメートル以内の学
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校が３校、４キロメートルを超える学校が３校である。通学時間については、児童が時速３

キロメートルで徒歩通学したとすると、最長通学時間が４０分以内の学校は無く、概ね１時

間程度の学校が３校、１時間を超える学校が３校ある。 

中学校３校については、最長通学距離６キロメートル以内の学校が１校、６キロメートル

を超える学校が２校である。通学時間については、自転車通学を認めている学校で、生徒が

時速１２キロメートルで自転車通学したとすると、最長通学時間が４０分以内の学校が２校、

１時間以内の学校が１校で、計算上１時間を超える学校は無い。ただし、個別にみると通学

路の地形により往復それぞれの所要時間には差異があり、自転車通学で往路は３０分、復路

は１時間３０分かかるという生徒も実在する。 

現在、小学校においては通学距離４ｋｍ以上の場合に、通学助成金もしくは通学タクシー

を設定しており、中学校においては通学距離２ｋｍ以上の場合に、自転車通学できることと

している。 
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２ 存置・再編それぞれの効果と課題 

 

  本委員会では、保護者、地域住民、教職員との意見交換会や、保護者、地域住民を対象とし

たアンケートを踏まえ、学校・園を存置した場合と再編した場合それぞれにおいて、期待でき

る効果と懸念される課題、及び課題への対応策について検討を行った。効果や課題を整理する

と、次のようなことが考えられる。 

 

（１）小学校 

小学校を  存置  した場合 

期待できる効果 懸念される課題 

○少人数教育のメリットがある。 

○互いが分かり合う⇒仲間はずれが無い。 

○優しさが育つ。 

○自主性・主体性が育つ。 

○地域の方々とのコミュニケーション。 

⇒これを抜きにして語れない。 

○地域の要、地域の中心としての学校。 

⇒学校がないと地域は活性化できない。 

○地域全体での学校支援。 

⇒子どもたちの将来への文化継承。 

○チャンスが多い。 

⇒人数が少ないと授業中に発表する機会も

増え、物おじしない。 

○建物が活かせる⇒空間が広く使える。 

○まちづくりの拠点としての機能。 

○子ども同士が全員で取り組める。 

○地域の方との触れ合いや見守りができる。 

○人づくりが行いやすい。 

○地域が誇れる人間を育てることができる。 

○地域の人に教えられることがあり、学習意

欲が高まる。 

○教職員の人数が少ないため、指導方針や校

務等について共通理解が得やすい。 

○教職員が児童一人一人の特性や家庭環境等

を十分に把握した指導ができる。 

○教材教具の割り当てが多く、また施設設備

を余裕を持って使用できる。 

 

●人間関係が固定化されていろいろな考えに触

れる機会が少なくなる。 

●社会性が育ちにくい。 

●複式学級では教員の負担が大きくなるのでは

ないか。 

●保護者の対学校の負担が増える。 

●学習活動における多様なグループ活動が難し

い。 

●教職員が少ないため、出張や研修等の調整が

困難である。 

●教材研究や指導方法の改善について連携がと

りにくく、単独で取り組む状況になりやすい。 

●児童の男女比に大きな偏りがある場合の影響

が大きくなりやすい。 

 

≪対応策≫ 

□住みよいまちづくり。 

⇒人口増、若い世代に入ってきてもらう。 

□継続する課題に対応する仕組み⇒交流会の実

施。 

□学校を利用したイベントの工夫。 

⇒今よりもさらに活性化させる。 

□自然を生かした特色ある学校づくり。 

□学校選択制の導入。 

□各校をオンラインでつなぎ、ネットワークを

結ぶなど、ＩＣＴを活用した合同学習、合同

授業を行う。 
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小学校を  再編  した場合 

期待できる効果 懸念される課題 

○多くの中で学ぶことで「たくましさ」が育

つ。 

○いろいろな考え方にふれる中で、多様な価

値観が育つ。 

○バランスの良い教育の充実、どこでも同じ

レベルの教育が受けられる。 

○協調性やつながりが増え、子どもの成長に

つながる。 

○教職員数が増え校務分掌を分担できるの

で、組織的・機能的な運営が可能となる。 

○学年に複数の教員がいるため、教員間での

研究・研修が行いやすい。 

●まちづくりにつながりにくい。 

●学校の無くなった地域が廃れ、活力が無くな

り過疎化が進む。 

●通学距離が長くなり児童・保護者の負担が増

える。 

●地域住民の行事への参加が難しい。 

●学校と地域の関係が希薄になる。 

●地域の拠点が無くなる。 

●新たな施設の建設の負担がある場合もある。 

●教材教具の割り当てが減り、また施設設備を

余裕を持って使用できなくなる。 

●教職員の増加により相互の意思疎通を欠き、

共通認識をしづらくなる。 

 

 

（２）中学校 

中学校を  存置  した場合 

期待できる効果 懸念される課題 

○あたたかさの中で育つ。 

○家庭的な教育ができる。 

○目が行き届く。 

○各校に特色を持たせて自由に選べる。 

○教職員の人数が少ないため、指導方針や校

務等について共通理解が得やすい。 

○教職員が生徒一人一人の特性や家庭環境等

を十分に把握した指導ができる。 

○教材教具の割り当てが多く、また施設設備

を余裕を持って使用できる。 

 

●部活動の選択肢が減ってくる。 

●いずれにしても大人の思いが先行しているの

ではないか。 

●１校に集約する場合は教員のスキルアップが

必要。 

●学習活動における多様なグループ活動が難し

い。 

●教職員が少ないため、校務分掌、免許外指導

及び多学年教科担任が増え、負担が増大する。 

●教職員が少ないため、出張や研修等の調整が

困難である。 

●教材研究や指導方法の改善について連携がと

りにくく、単独で取り組む状況になりやすい。 

 

≪対応策≫ 

□学校選択制の導入。 
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中学校を  再編  した場合 

期待できる効果 懸念される課題 

○部活動の選択肢が多くなる。 

○競争心が強くなる。 

○クラス替えができるようになる。 

○多様なタイプの人と触れ合うことができ

る。 

○教職員数が増え校務分掌を分担できるの

で、組織的・機能的な運営が可能となる。 

○学年・教科に複数の教員がいるため、教員

間での研究・研修が行いやすい。 

●ふるさと、シンボルが無くなる。 

●交通費が増える。通学時間が長くなる。 

●地域の元気が無くなる。 

●教材教具の割り当てが減り、また施設設備を

余裕を持って使用できなくなる。 

●教職員の増加により相互の意思疎通を欠き、

共通認識をしづらくなる。 

 

 

≪対応策≫ 

□全ての学校を統合して公平、平等にしてみて

は。 

□南北の中心部に新学校を設置できないか。 

□通学バスを走らすことはできないか。 

 

 

（３）幼稚園 

幼稚園を  存置  した場合 

期待できる効果 懸念される課題 

○人数が少ないと先生の目が行き届きやす

い。 

○地域の活性化につながる。 

○地域の中で園児が育っていくことができ

る。 

○園庭などの施設が広々と使える、のびのび

と幼稚園生活が送れる。 

●園児が少ないと刺激し合って育っていくこと

が少なくなるのではないか。 

●園児が少ないとＰＴＡ活動や園行事への参加

等に負担を感じる保護者も多いのでは。 

●多種多様な遊びの選択や、運動会、音楽会等

の行事の持ち方が難しい。 

●子ども同士、保護者同士の人間関係がもつれ

て修復が困難な場合、解決が難しい。 

 

≪対応策≫ 

□他の園との交流や地域との関わりを持つ。 

 

 

  



8 
 

 

幼稚園を  再編  した場合 

期待できる効果 懸念される課題 

○人数が増えれば、遊びの幅が広がり、自分

の意見を自己発信する力が身につきやす

い。 

○園児数、世帯数が増えることにより、多様

な教育の充実や保護者のサポートが期待で

きる。 

○活動の広がりが増える。 

○教職員配置や施設の集約により、預かり保

育等のサービス提供の可能性が考えられ

る。 

●小学校に上がるときにバラバラになる。 

●人数が多過ぎると指導しにくいとの先生から

の意見がある。 

●地域の中で育っていくということが少なくな

る。 

 

 

 

 

以上のように、学校・園を存置した場合においても再編した場合においても、それぞれの期

待される効果と懸念される課題は様々であるが、町内の各学校・園では、現在も規模のメリッ

トを生かしつつ、デメリットを補うよう最大限の努力をして教育活動を行っている。 

しかしながら、今後、さらなる幼児・児童生徒数の減少が見込まれる中、学校・園の活性化

を図るとともに教育効果をより高めるために、小規模化による不安要素の軽減など、より良い

教育環境の構築に向け、基本的な考え方やそれに基づく方策等について検討を行う必要がある。 
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３ 基本的な考え方 

 

（１）学級規模 

小・中学校においては、児童生徒が授業や行事への参加意識と充実感等を得るために、発

言や活動を通して教員や子ども同士のコミュニケーションの機会が多く確保されていること

が大切である。個別学習・個別活動とグループ学習・グループ活動を活用することにより、

学習や生活の協同化が生み出され、それらの効果に厚みと深まりが増すと考えられる。話し

合い活動を協力的に進め、互いの良さを経験させるグループ討論など、思考の多様化や複眼

化を求める学習の場を考えると、４～６人を一つの班として４～６班のグループ編成ができ

ることが望ましいと考えられる。 

しかしながら、小学校低学年までの少人数指導に効果があるということ、また一部の小学

校においては、すでにこれまでから１学級１０人を下回る状況があること、さらに今後複式

学級の編制が見込まれることもあり、その中で発揮される教育効果や課題にも着目しなけれ

ばならない。 

幼稚園においては、一人一人丁寧にかかわれること、多様な複数グループの編成ができる

こと、多様な個性を有する他者とのかかわりがあること、活動内容の選択の幅が広いこと、

集団における様々な体験ができることなど、「個に応じた援助」と「協同性の援助」が調和よ

くなされる規模が望ましい。平成２３年８月に社団法人全国幼児教育研究協会が実施した調

査を踏まえ、猪名川町立幼稚園長及び副主幹等による研究で最も教育効果が高いとされた「２

０～２５人」が適正規模と考えられる。 

 

（２）学校規模 

クラス替えを通じて新しい人間関係が生じ、そこから多様な価値観や学習意欲、切磋琢磨

する気持ちが生まれていくことや、中学校においては小学校に比べてより広い社会性を培う

ことが必要であることや教員配置の面からも、クラス替えができる１学年２学級以上の規模

が望ましい最低規模として考えられる。 

   しかしながら、一部の小学校においてはすでにこれまで全学年単学級が続いたという歴史

的経緯や、今後も同様の規模で推移することが見込まれるということから、「適正規模」「最

低規模」といった考え方とは別に、様々な事由を考慮した「許容範囲」という考え方を持っ

て柔軟に対応する必要がある。 

   この場合も、今年度に初めて全学年単学級となった中学校があり、その運営実態を見極め

る中で、おのずと小学校と中学校とで「許容範囲」の考え方に差異が生じる可能性がある。 

 

（３）通学距離、通学時間 

通学距離は、義務教育諸学校施設費国庫負担法施行令第３条第１項の規定のとおり、小学

校でおおむね４キロメートル以内、中学校でおおむね６キロメートル以内とする。 

ただし、通学については距離だけではなく、児童生徒の体力や教育活動、家庭生活への影

響及び安全、地理的な事情や気象などの観点からも考慮することが必要である。従来の距離

に関する基準だけではなく、交通手段にも考慮した上で、時間と距離を併用した形で工夫し

ていくということが適切な場合もあり、例えば、徒歩の場合には３０分から 1時間を上限と

し、バスの場合には乗車時間 1時間を上限とするというように、交通手段による違いを考慮

して示すことも考えられる。 
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（４）地域との関わり 

ア 子どもと地域との関係 

地域の子どもは地域で学び、地域で育てる環境づくりを基本に、自治会やまちづくり協議

会などのコミュニティ活動と学校教育活動との整合性を保ち、子どもの健全育成を図るとと

もに、学校、家庭、地域社会の協力関係を築くことが大切である。 

イ 学校と地域との関係 

学校は地域社会と深い結びつきをもち、地域の精神的・文化的・社会的拠点としての歴史

や背景があるだけでなく、まちづくりの拠点や災害時の避難場所としての機能も持っている。 

また、子どもの安全を守るということに関しても、地域の協力が欠かせないことから、地

域と学校が連携して活動を行える環境を発展させることを視野に入れなければならない。 

 

（５）適正規模化・適正配置の手法 

適正規模化・適正配置の手法としては、一般的に次のようなものが考えられる。 

ア 学校の統廃合 

小規模校の校区が隣接しており、どちらかに統合しても規模や通学距離に問題がない場合

は有効である。 

イ 通学区域の変更 

小規模校と中・大規模校が隣接する場合に有効である。 

また、近隣に小規模校や適正規模校が２～３校あるような場合には、それらの周辺校も含

めた通学区域の再編も有効な手段と考えられる。 

 ウ 学校選択制 

   教育委員会が就学校を指定する場合に、就学すべき学校について、あらかじめ保護者の意

見を聴取することができる（学校教育法施行規則第 32条第 1項）ことから、保護者の意見を

踏まえて、教育委員会が就学校を指定する制度であり、主に次のような分類がある。 

自由選択制 当該市町村内の全ての学校のうち、希望する学校に就学を認めるもの 

ブロック選択制 
当該市町村内をブロックに分け、そのブロック内の希望する学校に就学を

認めるもの 

隣接区域選択制 
従来の通学区域は残したままで、隣接する区域内の希望する学校に就学を

認めるもの 

小規模特別認定

校制 

従来の通学区域は残したままで、特定の学校について、通学区域に関係な

く、当該市町村内のどこからでも就学を認めるもの（小規模校の教育活動

に特色を持たせ、特別認定校とし、町内全域から通学を希望する児童・       

生徒を受け入れる方法） 

特定地域選択制 

従来の通学区域は残したままで、特定の地域に居住する者について、学校

選択を認めるもの（大規模校の通学区域を特定地域とし、通学区域内に居

住する児童・生徒について、町内全域の学校への通学を認める方法） 

エ 小中一貫教育の導入 

小規模な小・中学校が隣接している場合や比較的近距離にある場合などに、小中一貫教育

に取り組むことにより、教育効果の向上が期待できる。 
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（６）適正規模・適正配置の議論を行う上での留意点 

・存置・再編に関わらず、学校の規模に応じたメリットを活かすとともに、デメリットを補

うに足る特色ある学校づくりや教育活動についても議論を進めていかなければならない。 

・日本の総人口は減少傾向に入り始め、本格的な少子高齢社会を迎える。猪名川町において

も例外ではなく、児童・生徒数の推移と将来推計を十分に考慮し、常に見直していくこと

が必要である。 

・町内各地域によって様々な条件が異なることから、ひとまとめに扱うことなく、個々の地

域事情に配慮する必要がある。 

・経済効率は大切であるが、最優先するのではなく、学校教育環境の整備・充実や魅力ある

教育の創造を図るものでなくてはならない。 

・通学距離・通学時間や通学路の安全確保に十分配慮する必要がある。 

・PTA や地域との関係を再構築し、相互の連携・協力を深めることが必要である。 

・学校のあり方は、今後のまちづくりに深く関わるものであることから、教育委員会だけで

なく、町長部局を含め町全体で取り組むことが必要である。 

  



12 
 

４．適正規模化・適正配置の方策 

 

（１）小学校 

   小学校の存置または統廃合や通学区域の変更等の再編については、継続して評価・検証を

行いながら、中期的に検討をすることが適当である。 

そこでの検討課題として、学校選択制の一つである小規模特別認定校制度の導入の可否に

ついて、早期に検討する価値があると考える。また、立地条件等によっては、小中一貫教育

など先進的な制度の導入が考えられる。 

今後の検討を行う際に考慮されなければならないこととして、 

    ア これまで小規模校でありながら維持されてきた歴史があること。 

    イ 地域住民の学校に対する思い入れが深いこと。 

    ウ 統合した場合も再び当該校が小規模化する可能性や、中学校小規模化の課題が解決

できない可能性があること。 

    エ 楊津小学校及び大島小学校については、平成３０年度から始まる見込みである複式

学級の状況を見極める必要があること。 

    オ 各地域における住民が主体となり行政と連携して取り組む地域の活性化と、地域と

ともにある学校づくり、学校とともにある地域づくりを見守る必要があること。 

  の５点があげられる。 

中・大規模校についても、近い将来に小規模化することも考えられるため、現在の学校規

模にかかわらず全ての学校について将来の見通しを持つことが大切であり、学校関係者はも

とより保護者や地域住民の問題意識を高めていく必要がある。 

 

（２）中学校 

中学校の存置または統廃合や通学区域の変更等の再編については、継続して評価・検証を

行いながら、引き続き短期的に検討をすることが適当である。 

そこでの検討課題として、各中学校の特色をさらに明確にした学校選択制の導入の可否に

ついて、早期に検討する必要がある。また、立地条件等によっては、小中一貫教育など先進

的な制度の導入が考えられる。 

今後の検討を行う際に考慮されなければならないこととして、 

 ア 六瀬中学校は、平成２９年度から全学年単学級となり、生徒数も７０人台から６０

人台、そして数年後には５０人台で推移するなど、学校運営を取り巻く状況の変化が

予想されること。 

 イ 教科担任制をはじめとして多様な学習形態や部活動等の選択の幅、学校行事の活性

化などの学校運営において、中学校には小学校とは異なる課題があること。 

 ウ 中学生の発達段階を踏まえると、小学校時代よりもさらに多くの友人とのかかわり

を通じて多様な価値観に触れ、人間関係の折り合いをつけていく上で、生徒数の減少

は大きな課題であること。 

 エ 地域人材を活用した郷土学習や、きめ細かな学習指導、放課後・休日の学習など、

現在も積極的に実施され効果を上げている取組について、一層の拡充が望まれること。 

 オ 平成２９年度に８００人を超えた猪名川中学校においては、教科担任制が保障され、

学習形態や学校行事、部活動などの選択の幅が豊富であり、また多様な考え方に触れ

幅広い人間関係を築くチャンスに恵まれているものの、学校規模が大きいことによる

様々な課題も多く生じていること。 
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の５点があげられる。 

どのような学校規模であっても、施設利用の面で支障が生じることなく、生徒の学校への

帰属意識や連帯感の維持を図り、学習面だけでなく部活動や生活、進路などに関する生徒指

導においても十分に目が行き届いたきめ細かな対応が求められる。また、小学校と同様に、

全ての学校について将来の見通しを持つことが大切であり、学校関係者はもとより保護者や

地域住民の問題意識を高めていく必要がある。 

 

（３）幼稚園 

幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な時期であることから、子どもの主 

体的な活動を促し、幼児期にふさわしい生活を展開しうる幼児教育の環境が求められる。今

までの歴史及び昨今の社会的ニーズを踏まえ、官民保育所・民間幼稚園と連携しながら、就

学前教育のあり方について町長部局と一体となったさらなる検討が求められる。 

   なお、猪名川幼稚園の分園として設置されているつつじが丘幼稚園の扱いについては、就

園動向を的確に把握したうえで遅滞なく決定をすることが必要である。 
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５ 会議で出されたその他の意見 

 

  ・今後の学校園のあり方に関する検討、適正規模・適正配置を進めるにあたっては、今回と

同様、保護者・住民の意見を丁寧に聴き取る仕組みや手順を踏み、全町的な議論となるよ

う配慮することを願う。 

 

  ・学校間での合同授業（遠隔合同授業を含む）や合同行事などを積極的に導入するなど、小

規模校のデメリットと言われる人間関係の固定化や社会性の不足などを補うための取組を

速やかに実施することが必要である。 

 

  ・幼稚園・小学校・中学校の交流や連携の取組については、保護者として安心感が得られる

大切なものである。どのような立地にあっても、今後も引き続き充実させてほしい。 

 

  ・猪名川町ならではの幼稚園のあり方をもう一度検討し、幼・小連携など町立幼稚園の強み

をもっとアピールすべきである。 

 

  ・今ある学校園をなくしてしまうのは、園児児童生徒だけでなく地元住民への負担も大きい

と想定されることから、園児児童生徒だけの交通手段では無く、学校行事等の際には地域

住民の移動手段も考慮して頂ければ良いと考える。 
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おわりに 

 

本答申の冒頭にも述べたように本委員会は、猪名川町教育委員会の諮問を受け平成２８年６月

から６回の審議と１回の広聴会を実施するなかで、答申をまとめる作業を行った。また、委員会

の活動と並行して、教育委員会が各地域・団体との意見交換会や住民のみなさんへのアンケート

などを実施された。この答申は、審議に直接参加し活発な議論を繰り返しいただいた委員の方々

と、意見交換会やアンケート、広聴会に協力をいただいた多くの住民の方々、学校の先生方、そ

の他関係する方々のご尽力によって、取りまとめることができた。まずもって、関係のみなさま

に厚くお礼を申し上げる次第である。そして、このような共同作業が今後の猪名川町の教育の発

展の礎となることを願ってやまない。 

委員会の議論を通して、学校規模と望ましい教育との関係は単純に判断できるものではなく、

町内の各学校園ではそれぞれのメリットを生かし、デメリットを克服して質の高い教育を実践し

ていることが確認されている。同時に、一般的には規模の大小によって子どもへの指導や学校運

営等の面で多くの課題が考えられ、これらは教職員の努力や工夫だけでは解決が難しいものもた

くさんあるといえる。 

学校園は、在籍する子どもだけでなく、保護者、教職員、卒業生や地域住民などが深いつなが

りと愛情を持って育ててきた歴史を持っており、地域活動や防災上の拠点にもなっている。その

ため、様々な観点から適正規模・適正配置について検討することが求められるが、子どもたちの

教育環境を充実させるという点が最も大切にされなければならないことは言うまでもない。 

 委員会の会議では、適正規模・適正配置についての議論に伴って、学校選択制、小中一貫教育、

コミュニティスクール、まちづくりとの関連などの様々な建設的なアイデアが示された。また、

今回の議論を契機に学校への関心が一段と高まり、地域とともにある学校づくり、学校を核とし

た地域づくりの具体的な取組が一層進んだ例が見られることは、他地域に発信できる優れたこと

と考えられる。 

このたびの会議を経てまとめた本答申が、教育施策に活かされ、猪名川町立学校園の教育がよ

り一層整備・充実されることを強く期待する。 

 

 平成２９年１１月７日 

 

                       猪名川町立学校園あり方検討委員会 

                             委員長  山 本 冬 彦 

                             （関西大学文学部教授） 
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学　校　名 H2.5.1 H7.5.1 H12.5.1 H17.5.1 H22.5.1 H23.5.1 H24.5.1 H25.5.1 H26.5.1 H27.5.1 H28.5.1 H29.5.1

小 児童数 683 839 613 388 243 251 252 248 267 291 304 317

猪名川小学校 学級数 19 24 18 12 11 11 12 12 12 12 12 12

特学児童数 4 5 2 5 4 5 4 4 7 6 5 9

特学学級数 2 1 2 2 2 2 3 3 3 3 3 3

児童数計 687 844 615 393 247 256 256 252 274 297 309 326

小計 学級数計 21 25 20 14 13 13 15 15 15 16 16 15

児童数 100 95 73 64 50 43 45

阿古谷小学校 学級数 6 6 6 6 5 5 4

特学児童数 0 0 0 0 0 0 0

特学学級数 0 0 0 0 0 0 0

児童数計 100 95 73 64 50 43 45

小計 学級数計 6 6 6 6 5 5 4

児童数 122 137 144 123 77 76 70 67 58 60 54 55

楊津  小学校 学級数 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

特学児童数 0 1 1 2 2 2 2 4 3 2 1 0

特学学級数 0 1 1 1 1 1 1 2 2 1 1 0

児童数計 122 138 145 125 79 78 72 71 61 62 55 55

小計 学級数計 6 7 7 7 7 7 7 8 8 7 7 6

児童数 248 344 308 187 143 122 111 92 75 67 61 60

学 大島  小学校 学級数 8 12 12 6 6 6 6 6 6 6 6 6

特学児童数 0 1 0 3 6 6 4 2 3 1 1 1

特学学級数 0 1 0 1 2 2 2 2 2 1 1 1

児童数計 248 345 308 190 149 128 115 94 78 68 62 61

小計 学級数計 8 13 12 7 8 8 8 8 8 7 7 7

児童数 953 876 520 387 328 318 304 337 311 309 290 284

松尾台小学校 学級数 26 25 16 13 12 12 12 12 12 12 12 12

特学児童数 1 4 2 5 4 4 5 7 9 9 8 10

特学学級数 1 2 1 2 1 1 1 1 2 2 2 2

児童数計 954 880 522 392 332 322 309 344 320 318 298 294

小計 学級数計 27 27 17 15 13 13 13 13 14 14 14 14

児童数 0 340 456 498 591 616 645 630 642 649 617 582

 白金  小学校 学級数 0 12 13 16 21 20 21 21 21 20 19 19

特学児童数 0 1 0 6 7 7 9 7 9 11 14 19

特学学級数 0 1 0 3 3 3 3 3 3 3 3 3

児童数計 0 341 456 504 598 623 654 637 651 660 631 601

小計 学級数計 0 13 13 19 24 23 24 24 24 23 22 22

児童数 0 0 209 341 689 723 779 803 792 749 720 690

つつじが丘小学校 学級数 0 0 8 11 22 22 24 26 24 23 23 22

特学児童数 0 0 1 1 9 12 16 17 14 16 19 22

特学学級数 0 0 1 1 2 3 4 4 4 5 5 5

児童数計 0 0 210 342 698 735 795 820 806 765 739 712

小計 学級数計 0 0 9 12 24 25 28 30 28 28 28 27

児童数 2,106 2,631 2,323 1,988 2,121 2,149 2,206 2,177 2,145 2,125 2,046 1,988

校 学級数 65 85 79 70 83 82 85 83 81 79 78 77

小学校　合計 特学児童数 5 12 6 22 32 36 40 41 45 45 48 61

特学学級数 3 6 5 10 11 12 14 15 16 15 15 14

児童数合計 2,111 2,643 2,329 2,010 2,153 2,185 2,246 2,218 2,190 2,170 2,094 2,049

学級数合計 68 91 84 80 94 94 99 98 97 94 93 91
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学　校　名 H2.5.1 H7.5.1 H12.5.1 H17.5.1 H22.5.1 H23.5.1 H24.5.1 H25.5.1 H26.5.1 H27.5.1 H28.5.1 H29.5.1

中 生徒数 649 495 422 237 218 199 178 179 185 176 175 160

中谷  中学校 学級数 17 14 12 7 7 7 6 6 6 6 6 6

特学生徒数 6 1 4 0 4 3 3 2 3 5 5 4

特学学級数 2 1 2 0 2 2 2 2 2 2 2 1

生徒数計 655 496 426 237 222 202 181 181 188 181 180 164

小計 学級数計 19 15 14 7 9 9 8 8 8 8 8 7

生徒数 198 238 243 202 142 135 121 121 121 104 93 70

六瀬  中学校 学級数 6 8 7 6 5 5 4 5 4 4 4 3

特学生徒数 2 1 1 0 2 3 2 3 4 6 4 4

特学学級数 1 1 1 0 1 2 2 2 2 2 2 2

生徒数計 200 239 244 202 144 138 123 124 125 110 97 74

小計 学級数計 7 9 8 6 6 7 6 7 6 6 6 5

学 生徒数 212 504 665 614 661 645 635 670 710 765 789 811

猪名川中学校 学級数 6 15 18 16 18 18 18 19 20 21 21 21

特学生徒数 2 2 5 2 7 9 4 7 7 11 8 12

特学学級数 1 1 2 1 3 3 2 3 3 3 2 2

生徒数計 214 506 670 616 668 654 639 677 717 776 797 823

小計 学級数計 7 16 20 17 21 21 20 22 23 24 23 23

生徒数 1,059 1,237 1,330 1,053 1,021 979 934 970 1,016 1,045 1,057 1,041

校 学級数 29 37 37 29 30 30 28 30 30 31 31 30

中学校　合計 特学生徒数 10 4 10 2 13 15 9 12 14 22 17 20

特学学級数 4 3 5 1 6 7 6 7 7 7 6 5

生徒数合計 1,069 1,241 1,340 1,055 1,034 994 943 982 1,030 1,067 1,074 1,061

学級数合計 33 40 42 30 36 37 34 37 37 38 37 35

幼 園児数 61 123 127 106 121 115 125 119 103 95 88 69

猪名川幼稚園 学級数 2 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

園児数 7

阿古谷幼稚園 学級数 1

園児数 14

楊津　幼稚園 学級数 1

園児数 37

稚 大島　幼稚園 学級数 1

園児数 61 90 123 122 40 45 38 26 29 31 27 22

松尾台幼稚園 学級数 2 4 4 4 2 2 2 2 2 2 2 2

園児数 107 85 80 33 23 32 31 16 19 19 16

六瀬　幼稚園 学級数 4 4 3 2 2 2 2 2 2 2 2

園児数 113 122 115 82 59 62 59 47

つつじが丘幼稚園 学級数 4 4 4 3 3 3 2 2

園 園児数 180 320 335 308 307 305 310 258 207 207 193 154

幼稚園　合計 学級数 7 12 12 11 12 12 12 11 11 11 10 10
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最長通学距離

小学校 距離（ｋｍ） 徒歩通学（分）※ 該当地域

6.6 132 杉生字東

5 100 柏原字上垣内

4.1 82 笹尾字大藪

4.1 82 槻並字清沢

　松尾台小学校 6.4 128 民田字松ヶ谷

　白金小学校 3.2 64 北田原字一本松

　猪名川小学校 3.1 62 紫合字小屋ヶ谷

　つつじが丘小学校 2.7 54 肝川字西垣内

中学校 距離（ｋｍ） 自転車通学（分）※ 該当地域

10 50 杉生東

8.5 42.5 柏原字上垣内

7 35 槻並字清沢

6.2 31 万善字岩屋

　中谷中学校 5.5 27.5 民田松ヶ谷

2.7 13.5 北田原字一本松

5.3 26.5 肝川字西垣内

※通学時間は、小学生は徒歩で3ｋｍ/ｈ、中学生は自転車で12ｋｍ/ｈとして計算

　大島小学校

　楊津小学校

　六瀬中学校

　猪名川中学校

24



常
勤

非
常
勤

常
勤

非
常
勤

常
勤

非
常
勤

常
勤

非
常
勤

常
勤

非
常
勤

常
勤

非
常
勤

1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1

１年 2 1 1 2 3 4

２年 2 1 1 2 3 3

３年 2 1 1 2 3 3

４年 2 1 1 2 4 4

５年 2 1 1 2 3 4

６年 2 1 1 2 3 4

特別支援 3 1 2 3 5

理科 1

音楽 1 1 1 1

図工 1

理・英 2

図・家 1

音・理 1

音・図・家 1

新学習 1 1 1 1 1 1 1 1 3

特別支援 1 1

児童支援 1 1

ＩＣＴ活用 1

初任者指導 1 1

学校生活支援 1

1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 2

1 1

24 0 11 1 13 1 22 1 31 2 39 4

校務員

特支支援員

スクールアシスタント

学校司書

図書支援員

学校サポート員

9 8（町費）合計 5 4 3 8

1 1

1 1 1

1 1

1 1

1 1

2 4 5 5町
費
教
職
員

1 1 1 1

1 1 1 1

1 1

加
配

養護教諭

事務職員

栄養教諭

（県費）合計

県費教職員

校長

教頭

学
級
担
任

専
科

22 27

(通常+特支) (12+3) (6+0) (6+1) (12+2) (19+3) (22+5)

学級数 15 6 7 14

平成２９年度 学校別教職員数　【小学校】

学校名
猪名川
小学校

楊　津
小学校

大　島
小学校

松尾台
小学校

白　金
小学校

つつじが丘
小学校
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名
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谷
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六
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学
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猪
名
川
中
学
校
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施設名 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 施設合計

1号 26 32 34 92

2・3号 3 17 23 12 22 17 94

1号 4 3 10 17

2・3号 1 5 10 10 6 7 39

新清和台幼稚園（川西） 1号 1 1 2

エンゼルキッズ清和台 2・3号 1 3 4

エンゼルキッズ山下 3号 0

清和台めぐみ幼稚園 1号 11 11 18 40
（川西） 2・3号 1 1

1号 16 21 24 61

2・3号 1 2 4 4 5 2 18

みどり丘幼稚園 1号 10 14 8 32
（能勢） 2・3号 0

小計 5 24 38 97 114 122 400 400

猪名川保育園 2・3号 3 12 18 22 18 23 96 96

星児園　七夕 2・3号 1 10 16 12 21 19 79 79

小計 4 22 34 34 39 42 175 175

猪名川幼稚園 1号 32 37 69 69

松尾台幼稚園 1号 12 10 22 22

六瀬幼稚園 1号 7 9 16 16

つつじが丘幼稚園 1号 23 25 48 48

小計 0 0 0 0 74 81 155 155

新清和台幼稚園 10 12 13 35 35

平野幼稚園（川西） 3 2 2 7 7

藤ヶ丘幼稚園（川西） 1 2 3 3

西伊丹幼稚園 1 1 1

池田五月山協会幼稚園 1 1 1

小計 0 0 0 14 18 15 47 47

9 46 72 145 245 260 777 777
166 192 233 229 256 270 1346 1,346

保
育
所

公
立
幼
稚
園

私
立
幼
稚
園

合計

児童数 平成２９年４月１日現在

平成29年5月現在　（単位：人）

認
定
こ
ど
も
園

YMCAしろがねこども園 186

YMCA松尾台こども園 56

6

41

美山こども園（川西） 79

32
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0
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猪名川町立学校園あり方検討委員会 答申関係法令、資料等【抜粋】 

  

【学級数の標準】 

○学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号） 

 第41条 小学校の学級数は、12学級以上18学級以下を標準とする。 

ただし、地域の実態その他により特別な事情のあるときは、この限りでない。 

 

 

【学校規模、通学距離】 

 ○義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令（昭和33年政令第189号）

（適正な学校規模の条件） 

第4条 法律第3条第1項第4号の適正な学校規模の条件は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 学級数がおおむね12学級から18学級までであること。 

(2) 通学距離が、小学校にあってはおおむね4キロメートル以内、中学校にあってはおお

むね6キロメートル以内であること。 

  

 

【学級編制（複式学級含む）】 

○公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律(昭和33年法律第160

号) 

(学級編制の標準) 

第３条 公立の義務教育諸学校の学級は、同学年の児童又は生徒で編制するものとする。

ただし、当該義務教育諸学校の児童又は生徒の数が著しく少いかその他特別の事情があ

る場合においては、政令で定めるところにより、数学年の児童又は生徒を一学級に編制

することができる。 

２ ２各都道府県ごとの、公立の小学校又は中学校（中等教育学校の前期課程を含む）

の一学級の児童又は生徒の数の標準は、次の表の上覧に掲げる学校の種類及び同表の

中欄に掲げる学級編制の区分に応じ、同表の下欄に掲げる数を標準として、都道府県

の教育委員会が定める。ただし、都道府県の教育委員会は、当該都道府県における児

童又は生徒の実態を考慮して特に必要があると認める場合については、この項本文の

規定により定める数を下回る数を、当該場合に係る一学級の児童又は生徒の数の基準

として定めることができる。 
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学校の種類 学級編制の区分 一学級の児童又は生徒の数 

小学校 同学年の児童で編制する学級 

 

４０人(第１学年の児童で編制

する学級にあっては、３５人) 

二の学年の児童で編制する学

級 

１６人(第１学年の児童を含む

学級にあっては、８人) 

学校教育法第８１条第２項及

び第３項に規定する特別支援

学級 

８人 

 

中学校(中等教育学

校の前期課程を含

む。) 

 

同学年の生徒で編制する学級 ４０人 

二の学年の生徒で編制する学

級 

８人 

特別支援学級 ８人 

 

〇兵庫県学級編制基準（平成28年4月1日施行） 

１ 小・中学校 

項 目 小   学   校 中   学   校 

（中等教育学校の前期課程を含む。）  （第１学年）  （第２～６学年） 

単式学級 ３５人 ４０人  

複式学級 １４人（第１学年を含む場合は、８人） － 

特別支援学級 ８人 

(注) 上記は標準としての基準である。 

 

 

【学校選択制】 

○  学校教育法施行令（昭和28年政令第340号）  

（就学すべき学校の指定）  

第５条  （略） 

２ 市町村の教育委員会は、当該市町村の設置する小学校または中学校が２校以上ある場

合においては、前項の通知（入学期日の通知）において当該就学予定者の就学すべき小

学校又は中学校を指定しなければならない。  

（就学すべき学校の変更）  

第８条 市町村の教育委員会は、第5条第2項の場合において、相当と認めるときは、保護

者の申立により、その指定した小学校又は中学校を変更することができる。この場合に

おいては、すみやかに、その保護者及び前条の通知をした小学校又は中学校の校長に対
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し、その旨を通知するとともに、新たに指定した小学校又は中学校の校長に対し、同条

の通知をしなければならない。  

（区域外就学等）  

第９条 児童生徒等をその住所の存する市町村の設置する小学校又は中学校以外の小学校

又は中学校に就学させようとする場合には、その保護者は、就学させようとする小学校

又は中学校が他の市町村の設置するものであるときは当該市町村の教育委員会の、その

他のものであるときは当該小学校又は中学校における就学を承諾する権限を有する者の

承諾を証する書面を添え、その旨をその児童生徒等の住所の存する市町村の教育委員会

に届け出なければならない。 

２ 市町村の教育委員会は、前項の承諾を与えようとする場合には、あらかじめ、児童生

徒等の住所の存する市町村の教育委員会に協議するものとする。  

  

○  学校教育法施行規則（昭和22年省令第11号）  

第３２条 市町村の教育委員会は、学校教育法施行令第５条第２項（同令第６条において

準用する場合を含む。次項において同じ。）の規定により就学予定者の就学すべき小学校

又は中学校（次項において「就学校」という。）を指定する場合には、あらかじめ、その

保護者の意見を聴取することができる。この場合においては、意見の聴取の手続に関し

必要な事項を定め、これを公表するものとする。  

２ 市町村の教育委員会は、学校教育法施行令第5条第2項の規定による就学校の指定に係

る通知において、その指定の変更についての同令第8条に規定する保護者の申立ができる

旨を示すものとする。  

第３３条 市町村の教育委員会は、学校教育法施行令第8条の規定により、その指定した小

学校又は中学校を変更することができる場合の要件及び手続に関し必要な事項を定め、

これを公表するものとする。  

  

〇通学区域制度の弾力的運用について（平成9年1月27日文初小第78号通知） 

 市町村教育委員会は、当該市町村の設置する小学校又は中学校が2校以上ある場合、学校

教育法施行令の規定により就学予定者等の就学すべき小学校又は中学校を指定することと

されています。その際、市町村教育委員会は、通常あらかじめ各学校ごとに通学区域を設

定し、これに基づいて就学すべき学校を指定しています。 

 この通学区域制度の運用に当たって配慮すべき事項については、既に別添１の昭和６２

年５月８日付け文初高第１９０号「臨時教育審議会「教育改革に関する第三次答申」につ

いて」をもって通知したところでありますが、このたび、行政改革委員会の「規制緩和の

推進に関する意見（第２次）」（平成８年１２月１６日）において、保護者の意向に対する

十分な配慮や選択機会の拡大の重要性、学校選択の弾力化に向けた取組などについて別添

２のような提言がなされました。 
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ついては、今後、特に下記事項について、教育上の影響等に留意しつつ、通学区域制度

の弾力的運用に努めるよう、貴管下の市町村教育委員会に対し周知徹底をお願いします。 

なお、おって通学区域制度の弾力的運用に関する事例等を収集し、それらの情報の提供

を行うこととしておりますことを申し添えます。 

記 

1．通学区域制度の運用に当たっては、行政改革委員会の「規制緩和の推進に関する意見（第

２次）」の趣旨を踏まえ、各市町村教育委員会において、地域の実情に即し、保護者の意

向に十分配慮した多様な工夫を行うこと。 

2．就学すべき学校の指定の変更や区域外就学については、市町村教育委員会において、地

理的な理由や身体的な理由、いじめの対応を理由とする場合の外、児童生徒等の具体的

な事情に即して相当と認めるときは、保護者の申立により、これを認めることができる

こと。 

3．通学区域制度や就学すべき学校の指定の変更、区域外就学の仕組みについては、入学期

日等の通知など様々な機会を通じて、広く保護者に対して周知すること。また、保護者

が就学について相談できるよう、各学校に対してもその趣旨の徹底を図るとともに、市

町村教育委員会における就学に関する相談体制の充実を図ること。  

 

 

【幼稚園学級編成】 

○幼稚園設置基準(昭和31年省令第32号) 

(一学級の幼児数) 

第３条 一学級の幼児数は、３５人以下を原則とする。 

 

○猪名川町立幼稚園規則（平成18年教育委員会規則第4号） 

(定数及び組数) 

第２条 幼稚園の園児の定数及び組数は、次表のとおりとする。 

幼稚園名 定数 組数 
4歳児 5歳児 4歳児 5歳児 

猪名川幼稚園 60 70 2 2 
六瀬幼稚園 30 35 1 1 
松尾台幼稚園 30 35 1 1 

つつじが丘幼稚園 60 70 2 2 

 

○猪名川町公立学校（園）学区規則（昭和44年教育委員会規則第1号） 

（通学区域） 
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第２条 町立小、中学校並びに町立幼稚園の通学（園）区域は、別表のとおりとする。 

別表（第２条関係） 

学校（園）区 学区 

小中学校（略）  

猪名川幼稚園 猪名川小学区、白金小学区、つつじが丘小学区 

松尾台幼稚園 松尾台小学区 

六瀬幼稚園 楊津小学区、大島小学区 

（注）１ 猪名川幼稚園区の町立幼稚園は、猪名川幼稚園及びその暫定園であるつつじが 

丘幼稚園とする。 

２ つつじが丘小学区は、つつじが丘幼稚園を園区とする。 
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猪名川町立学校園あり方検討委員会設置要綱 

 

平成２８年３月２４日  

教育委員会要綱第２号  

 

 （目的） 

第１条 猪名川町立学校、園の将来を展望した学校、園のあり方について、幅広い見地か

ら検討し、方向性を見出すため、猪名川町立学校園あり方検討委員会（以下「検討委員

会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 検討委員会は、猪名川町教育委員会（以下「教育委員会」という。）の諮問に応

じて、前条の目的を達成するため、調査及び検討を行い、教育委員会に基本方針を答申

するものとする。 

（組織） 

第３条 検討委員会は、委員３０人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

⑴ 学識経験者 

⑵ ＰＴＡ 

⑶ 住民 

⑷ 学校園関係者 

⑸ 関係町職員 

⑹ その他教育委員会が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、諮問のあった日から諮問事項の答申の日までとする。 

２ 委員が欠けた時は、必要に応じて委員を補充することができる。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 検討委員会には、委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選によって定める。 

２ 委員長は検討委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 
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（会議） 

第６条 検討委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 検討委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところ

による。 

４ 検討委員会の会議は、公開とする。ただし、必要に応じ、検討委員会の決定により会

議を非公開とすることができる。 

５ 検討委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見又は説明を求

めることができる。 

（庶務） 

第７条 検討委員会の庶務は、教育委員会教育振興課において処理する。 

（補足） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、検討委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

会議に諮り決定する。 

附 則          

 この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則          

 この要綱は、公布の日から施行する。 
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猪名川町立学校園あり方検討委員会　委員名簿

選出区分 選出枠 氏名 （平成28年度）

学識経験者
国立大学法人　兵庫教育大学
　　　　　　　　　　　　　教職大学院教授

小西　哲也

学校法人　関西大学
　　　　　　　　　　　　　　　　文学部教授

山本　冬彦

ＰＴＡ 猪名川町PTA連合会 後　利彦

猪名川小学校ＰＴＡ 住野　宏之 （北山　純也）

楊津小学校ＰＴＡ 天野　美絵 （内田　一之）

大島小学校ＰＴＡ 渡瀬　博文

松尾台小学校ＰＴＡ 柴垣　沙都美

白金小学校ＰＴＡ 枦山　和美

つつじが丘小学校ＰＴＡ 坂本　愛

中谷中学校ＰＴＡ 北垣　友紀子

六瀬中学校ＰＴＡ 山下　修

猪名川中学校ＰＴＡ 仁部　徹

猪名川幼稚園ＰＴＡ 岡　美樹 （番　美穂）

六瀬幼稚園ＰＴＡ 岩村　智子

松尾台幼稚園ＰＴＡ 境　依子

つつじが丘幼稚園ＰＴＡ 片本　美幸 （吉本　なおみ）

住民 猪名川小学校区まちづくり協議会 楠本　昭夫

阿古谷まちづくり協議会 仲井　常雄

楊津小学校区まちづくり協議会 西田　啓治

大島小学校区まちづくり協議会 森本　龍生

松尾台校区まちづくり協議会 太田　はるよ

白金小学校区まちづくり協議会 北上　義樹

つつじが丘小学校区まちづくり協議会 新家　満造

学校園関係者 小学校　校長会 川西　栄治

中学校　校長会 北上　玲子

幼稚園　園長会 松原　美香

関係町職員 企画総務部長 古東　明子 （山田　慎太郎）

生活部長 福井　和夫

地域振興部長 橋本　佳之

事務局 教育長 中西　正治

教育部長 真田　保典

教育振興課長 大嶋　武

教育振興課参事 井ノ上　利昭

教育振興課主幹 ― （坂ノ上　哲也）

教育振興課主査 土井　みず保

学校教育課長 草薙　美佳 （石上　勝久）

学校教育課参事 小山　泰司 （草薙　美佳）

学校教育課主幹 石田　健一郎 （　　―　　）
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学校園あり方検討に係る経過取りまとめ

日程 内容 備考

H28.5.10 教育委員協議会 第１回総合教育会議の報告内容

H28.5.10 第１回総合教育会議 検討委員会等の説明、基礎資料説明

H28.5.18 臨時園長会 検討委員会等の説明、委員選出依頼

H28.5.19 臨時校長会 検討委員会等の説明、委員選出依頼

H28.5.24 総務文教常任委員協議会 検討委員会等の説明

H28.6.6 ～ 阿古小児童生徒保護者アンケート
松小・中谷在校生（旧阿古小）・保護者に統合に関
するアンケート実施

H28.6.17 住民意見交換会チラシ自治会配布

H28.6.20 住民意見交換会チラシ保護者配布 各校園全ての児童生徒園児を通じて

H28.6.20 第１回あり方検討委員会

H28.6.21 ～ 意見交換会（学校園）１０回 各小中学校、全幼稚園の教職員対象

H28.7.20 第１回意見交換会（一般住民） 大島小学校区　参加者60名

H28.7.21 第１回意見交換会（一般住民） 中谷中学校区　参加者20名

H28.7.22 第１回意見交換会（一般住民） 楊津小学校区　参加者70名

H28.7.28 第１回意見交換会（一般住民） 猪名川中学校区　参加者20名

H28.6.28 教育委員協議会 資料の修正、アンケート結果

H28.7.14 総務文教常任委員協議会 第1回検討委員会等の説明

H28.9.4 松尾台まち協意見交換会 出席者１５名

H28.9.15 学識　学校視察 大島・中谷中・白金の視察及び校長意見交換

H28.9.21 意見交換会（幼稚園） 社会福祉会館　出席者２５名

H28.9.26 意見交換会（中谷中学校区） 松尾台小学校　出席者１５名

H28.9.26 意見交換会（猪名川中学校） 猪名川中学校　出席者１０名

H28.9.30 意見交換会（大島小まち協） 大島小学校　出席者１２名

H28.10.6 能勢町教育委員会視察 能勢ささゆり学園視察

H28.10.7 意見交換会（楊津小まち協） ふらっと六瀬　出席者１６名

H28.10.31 第２回あり方検討委員会学識協議 山本先生

H28.11.14 第２回あり方検討委員会 意見交換会結果報告、分散会実施

H28.11.29 総務文教常任委員協議会 第２回あり方検討委員会結果報告
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日程 内容 備考

H28.12.1 ～ 住民アンケート実施（～12/27） ６，４８５部発送

H29.1.31 第３回あり方検討委員会学識協議 山本先生

H29.2.17 第３回あり方検討委員会 経過報告案説明、アンケート速報結果報告

H29.2.28 行政報告（２月分通常） 経過報告、アンケート速報結果を報告

H29.2.28 第２回意見交換会チラシ（全戸配布） 教育の駅3/1号と併せて

H29.3.8 総務文教常任委員協議会 第３回あり方検討委員会結果報告

H29.3.9 第２回意見交換会（一般住民） 文化体育館　参加者１１名

H29.3.14 第２回意見交換会（一般住民） ふらっと六瀬　参加者４６名

H29.3.15 第２回意見交換会（一般住民） 日生公民館　参加者２２名

H29.3.22 第２回意見交換会（一般住民） 文化体育館　参加者１１名

H29.4.6 意見交換会（大島小ＰＴＡ） 大島小学校　参加者１２名

H29.4.14 意見交換会（幼児保護者） 六瀬幼稚園　参加者１２名

H29.5.25 複式学級説明会 楊津小学校　参加者１２名

H29.5.26 複式学級説明会 楊津小学校　参加者１７名

H29.6.8 第４回あり方検討委員会学識協議 小西先生

H29.6.13 第４回あり方検討委員会学識協議 山本先生

H29.6.21 第４回あり方検討委員会 答申素案説明、協議

H29.6.30 行政報告（６月分通常） 答申素案報告

H29.7.3 第５回あり方検討委員会学識協議 山本先生

H29.8.16 第５回あり方検討委員会学識協議 山本先生

H29.8.23 第５回あり方検討委員会 答申素案説明、協議

H29.10.3 広聴会
文化体育館小ホール　参加者　委員１４名　住民３６
名

H29.11.7 第６回あり方検討委員会 答申案説明、協議、答申
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